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なってきている．たとえば Zingales[1995]は Control Premium（2）の構成要
素の 1つとしてVoting Premiumを挙げ，Voting Premiumの計測に際して
（1） 1 つ 1 つの政党をあたかも 1 人ずつの投票者であるかのようにみなせば，議会においても各
投票者の持つ投票権が異なっていると解釈することができる．































（5） 会社法第 108 条第一項の 4 は，種類株式に「譲渡による当該種類の株式の取得について当該
株式会社の承認を要する」ことを認めている．
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一般に各投票者を 1, 2, · · · , nとし，投票者の集合をN = {1, 2, · · · , n}と
する．N の任意の部分集合を提携（coalition）という．集合N 自身も提携で
あり，全体提携（grand coalition）という．便宜的に空集合 ∅も提携の 1つ






定義 1 投票者 iのもつ票数を wi とし，w = (w1, w2, · · · , wn)を重みベク
トルとする．投票に勝利するために必要な票数（quota）を qとする．このと
き，n人重み付き多数決ゲームをG = [q, (w1, w2, · · · , wn)] で表す．あるい










という形をしたものである．以下では，簡単化のために qと w1, w2, · · · , wn
を正整数とする．
定義 2 投票者の集合がN = {1, 2, · · · , n}で与えられる重み付き多数決ゲー
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ムの族を Γ (N)で表す．
相異なる 2つの重み付き多数決ゲーム G,G′ ∈ Γ (N)において，W(G) =
W(G′)が成り立つならば，どのような提携が投票に勝利するかという観点か
らは，2つのゲームは同等である．
定義 3 S ∈ P (N) を任意の提携とするとき，G = [q,w]n に対して，G
の S への制限 G |S を，G |S= [q, (wi | i ∈ S)]|S| と定める．特に，S =
{1, 2, · · · , n− 1}のとき，G |n−1 あるいはG = [q,w]n−1 と書く．
次に，拒否権者を伴う重み付き多数決ゲームを定義するために，拒否権者
と独裁者の概念を準備する．
定義 4 ある投票者 i0 ∈ N が拒否権を持つとは，i0 /∈ S なる提携 S は勝利
提携でないときをいう．








S ∈ P (N)
∣∣∣∣∣ ∑
i∈S







投票者の集合N = {1, 2, · · · , n}の順列は n!個存在し，1から nまでの合
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計 n!個の順列の集合を πn とする．すべての順列が等確率で生じると仮定す
る（8）．このとき，初めは空集合である提携に，1人ずつ投票者が加わって提
携を形成していくことを考える．
定義 7 投票者のある順列 σ = (σ1, σ2, · · · , σn) ∈ πn に対して，提携
{σ1, σ2, · · · , σi−1}が敗北提携で，提携 {σ1, σ2, · · · , σi−1, σi}が勝利提携で
あるとき，投票者 σi は順列 σにおけるピヴォットであるという．
例 1 G = [7, (6, 4, 3)]
考えられる順列は 3! = 6通りである．たとえば，投票者 1は順列 (2, 1, 3)





S ∈ P (N)













i = 1, 2, · · · , n (3)
と定め，ϕ(G) = (ϕ1(G), ϕ2(G), · · · , ϕn(G)) を単にゲーム Gの SS指数と
いう．ただし，s = |S|であり，ϕ(G)を単に ϕ = (ϕ1, ϕ2, · · · , ϕn)とも書く．
提携 S ∈ Siに含まれる s人の投票者の順列の個数は s!であり，iを除く残
りの (n− s− 1)人の投票者の順列の個数は (n− s− 1)!個であるから，提携
S ∈ Si に対して投票者 iがピヴォットとなる順列の個数は s!(n− s− 1)!個
である．すなわち，投票者 iがピヴォットとなる順列の個数を起こり得る順列
（8） つまり，各順列が生じる確率は 1/n! であると仮定する．
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の個数 n!で割ったものが投票者 iの SS指数である．ゆえに，投票者 iの SS
指数は，投票者 iがピヴォットになる確率を表していると言うことができる．
ここで，今後用いる SS指数の重要な性質を述べておこう．それは投票者全
員の SS指数の和が 1というものである．すなわち，任意の G ∈ Γ (N)に対
して， ∑
i∈N
ϕi(G) = 1 (4)
が成り立つ．なぜなら，q > 0 と任意の i ∈ N に対して wi > 0 であるた









G˜の SS指数 ϕ(G˜)と, 元のゲーム Gにおける SS指数 ϕ(G) の差を計量
する n次元実ベクトル τ(G, G˜)を考える．すると，τ(G, G˜) ∈ Rn の第 i成
分は，









ϕi(G˜) = 0 (6)
（9） i = n なる投票者が拒否権者であったとしても，各投票者の重み w1, w2, · · · , wn を並び替え













T ⊂ {1, 2, · · · , n− 1}






















S ∈ P (N)






投票者 iがピヴォットとなる提携の族であることがわかる．すなわち Si −Ti
は，G˜において投票者 iがピヴォットとなる提携の族である．ゆえに，
（10） この命題は，佐々木 [2007] における命題に基づいて，以下でのアルゴリズム開発に適合する
ように筆者が再構築したものである．
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定義 9 Gにおいて，投票者 iを含まず，重みの和が k,要素の数が sである
ような提携の個数を c(i, k, s)で表すことにする．同様に，G|n−1 において，
投票者 iを含まず，重みの和がm，要素の数が tであるような提携の個数を
f(i,m, t)で表すことにする．
例 2 G = [51, (40, 30, 20, 10)]
Gにおいて投票者 1を含まない提携は，{∅, {2}, {3}, {4}, {2, 3}, {2, 4},
{3, 4}, {2, 3, 4}} である．したがって c(1, k, s)のうち，正であるものは，
c(1, 0, 0) = 1 c(1, 30, 1) = 1 c(1, 20, 1) = 1 c(1, 10, 1) = 1
c(1, 50, 2) = 1 c(1, 40, 2) = 1 c(1, 30, 2) = 1 c(1, 60, 3) = 1
である（11）．同様に，G|n−1 において投票者 1 を含まない提携は，
{∅, {2}, {3}, {2, 3}}なので，
（11） 空集合 ∅ は，k = 0，s = 0 の提携であることに注意せよ．
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c(i, k, s) i = 1, 2, · · · , n (11)
証明
c(i, k, s)のうち，q − wi ≤
∑
j∈S wj ≤ q − 1 を満たすものについて考え



























例 3 G = [51, (40, 30, 20, 10)]
q − w1 = 51− 40 = 11と q − 1 = 51− 1 = 50であるから，例 1で求め
た c(1, k, s)のうち正かつ 11 ≤ k ≤ 50を満たすものは，
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c(1, 30, 1) = 1 c(1, 20, 1) = 1 c(1, 50, 2) = 1













× 2 + 2!1!
4!
× 3 = 10
24
である．同様に例 1で求めた f(1,m, t)のうち正かつ 11 ≤ k ≤ 50を満たす
ものは，













× 2 + 2!1!
4!
× 1 = 6
24
である．以上より，












ゴリズムは qと w1, w2, · · · , wn が正整数であることを前提としている．




入力:正整数 n, q, w1, w2, · · · , wn
出力:ϕ(G˜) = (ϕ1(G˜), ϕ2(G˜), · · · , ϕn(G˜)) ∈ Rn
Step:
(1) i = 1, 2, · · · , nについて Step(2)～(6)を繰り返し行う．
(2) j = 1, · · · , i− 1, i+ 1, · · · , nについて，w′i を次のように定める．
w′i =

wj j < i
wj−1 j > i
(3) d(0, k, s) (k = 0, 1, · · · , q − 1, s = 0, 1, · · · , n− 1)を次のように
定める．
d(0, k, s) =

1 (k, s) = (0, 0)
0 otherwise
(4) d(r, k, s) (r = 1, 2, · · · , n − 1, k = 0, 1, · · · , q − 1, s =
0, 1, · · · , n− 1)を次のように定める．
d(r, k, s) =

d(r − 1, k, s) k < w′r または s = 0
d(r − 1, k, s)
+d(r − 1, k − w′r, s− 1) k ≥ w′r かつ s ≥ 1









c(i, k, s) を計算する．
(7) i = 1, 2, · · · , n− 1について次の Step(8)～(11)を繰り返し行う．
(8) g(0,m, t) (m = 0, 1, · · · , q− 1, t = 0, 1, · · · , n− 2)を次のように
定める．
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g(0,m, t) =

1 (m, t) = (0, 0)
0 otherwise
(9) g(u,m, t) (u = 1, 2, · · · , n − 2, m = 0, 1, · · · , q − 1, t =
0, 1, · · · , n− 2)を次のように定める．
g(u,m, t) =

g(u− 1,m, t) m < w′u または t = 0
g(u− 1,m, t)
+g(u− 1,m− w′u, t− 1) m ≥ w′u かつ t ≥ 1
(10) f(i,m, t) = g(n−2,m, t) (m = 0, 1, · · · , q−1, t = 0, 1, · · · , n−
2)とする．












(13) ϕ(G˜) = ϕ(G)− τi(G, G˜)を計算する．
(14) ϕ(G˜) = (ϕ1(G˜), ϕ2(G˜), · · · , ϕn(G˜))を出力して終了する．
アルゴリズムの主な計算は，c(i, k, s) を求める部分（ステップ (3)～(5)）
と f(i,m, t)を求める部分（ステップ (8)～(10)）である．ステップ (2)によ
り，投票者 iを除いた残りの投票者の重みは常に w′1, w
′
2, · · · , w′n−1 となる．
ステップ (3)～(5)で c(i, k, s) (i = 1, 2, · · · , n)を求め，ステップ (6)で SS
指数 ϕi(G)を計算している（13）．ステップ (8)～(10)で f(i,m, t)を求め，ス
テップ (11)と (12)で τi(G, G˜)を計算している（14）．そして，ステップ (13)
で ϕi(G˜)を計算する（15）．
（13） 命題 2 を用いている．
（14） 式 (7) と命題 3 を用いている











• 株主の人数を n = 31とする（18）．
• 各株主の重み w1, w2, · · · , w31 は正整数で，w1 ≥ w2 ≥ · · · ≥ w31 を
満たし，かつ
∑31
i=1 wi = 1000が成り立つように選択する
（19）．
（16） 計算時間は q の増加にも依存している．
（17） CPU は “Intel Core2 Quad Q6600” である．
（18） 一般論としては，より現実的適合性の高いシミュレーションにするためには，n をできる限
り大きくすべきであるが，本研究で n = 31 としたのは，アルゴリズムの計算速度から考えての
やむを得ざる選択である（前章最後のグラフを参照）．
（19） 各株主の重みは，実際には株式保有比率 (%) である．しかし，本論文で提案した SS 指数の
計算アルゴリズムは，重みと必要票数が正整数の場合を前提としており，そのままでは計算できな
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• 第 31番目の株主を拒否権者とし，重みを w31 = 1に固定する．
• 重み付き多数決ゲーム G = [501, (w1, w2, · · · , w31)] と，Gから誘導
される拒否権者が伴う重み付き多数決ゲーム G˜(31)を考える（20）．
• ゲームGおよび G˜において，w1 ≥ 34かつ w1 < 501とする（21）．
3.2 方法
本論文では，34 ≤ w1 < 501の範囲で，w1 の大きさに関して次の 5つの
ケースを考え，それぞれのケースについて 10回ずつのシミュレーションを行
うことにした．
1. 34 ≤ w1 ≤ 100
2. 100 < w1 ≤ 200
3. 200 < w1 ≤ 300
4. 300 < w1 ≤ 400
5. 400 < w1 ≤ 500
ケース 1は，株主 1が最大でも 10%の保有比率しか持ち得ない，つまり，
各株主の保有比率が比較的拮抗していて，株式の保有株数が比較的に少数で
ある株主（以下では，「小株主」という）が多く存在しているケースである．
ケース 2から 5へと w1 が増加していくにつれて，最大株主の保有比率が増
大し，大株主と小株主の差が開いていく可能性が高まることになる．




る．しかしながら，拒否権者の重みは 1 で SS 指数は無視できるほど十分に小さくなるため，黄
金株導入の影響を測る上で問題はないと考えられる．
（21） w1 < 34 のとき
31
i=1 wi = 1000 が成り立たないことは w1 ≥ w2 ≥ · · · ≥ w31 か
ら明らかである．また，w1 ≥ 501 のとき，ゲーム G において投票者 1 は独裁者であるから，
ϕ(G) = (1, 0, · · · , 0) となる．一方，ゲーム G の SS 指数は ϕ( G) = ( 12 , 0, · · · , 0, 12 ) となる．




ン方法（とりわけ，どのように w1 から w30 までを選ぶかの方法）について
述べよう．たとえば，ケース 1について具体的な計算の手順は，以下の (1)～
(8)を実行することで行われる．
(1) 幾何乱数を独立に発生させて，a1, a2, · · · , a30 の数値を得る．











j=1 wj = 1000ならば，(5)に進む．それ以外のときは (1)に戻る．
(5) w1 < 501かつ w1 ≥ 34ならば，(6)に進む．それ以外のときは (1)に
戻る．
(6) wi > 0 (i = 1, 2, · · · , 30)ならば，(7)に進む．それ以外のときは (1)
に戻る．
(7) w1 ≥ 34かつ w1 ≤ 100ならば，(8)に進む．それ以外のときは (1)に
戻る．
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図 1～図 5においては，上のグラフで各株主の重みの分布を表し，下のグ
ラフで黄金株導入前後での SS指数（実線は導入前，点線は導入後）を表し
ている．横軸は各投票者の番号で，1, 2 · · · , 31である．
図 6～図 10は，図 1～図 5に示した結果について，ϕi(G˜)/ϕi(G)を計算し，
それをグラフとして表している．これらのグラフの縦軸は ϕi(G˜)/ϕi(G)の値
であり，横軸は各投票者の番号で，1, 2 · · · , 30である（23）．ϕi(G˜)/ϕi(G)の





図 1 ケース 1 の重みと SS指数の分布
きたい．
（23） 第 31 投票者，すなわち拒否権者については表示していないことに注意せよ．
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図 2 ケース 2 の重みと SS指数の分布
図 3 ケース 3 の重みと SS指数の分布
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図 4 ケース 4 の重みと SS指数の分布
図 5 ケース 5 の重みと SS指数の分布
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図 6 ケース 1の ϕi ˜(G)/ϕi(G)の分布
図 7 ケース 2の ϕi ˜(G)/ϕi(G)の分布
図 8 ケース 3の ϕi ˜(G)/ϕi(G)の分布
図 9 ケース 4の ϕi ˜(G)/ϕi(G)の分布
図 10 ケース 5の ϕi ˜(G)/ϕi(G)の分布
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q = 667，すなわち全体の 3分の 2をもって可決とするルールの場合を考えて
みよう．図5のデータを用いてこの場合におけるSS指数を計算し，ϕ(G˜)/ϕ(G)
を求めたところ，次頁の図 11を得た．この図では，実線が q = 501の場合，
つまり過半数の賛成で可決されるケース（これを「過半数ルール」と呼ぶ）を



























































意の 2人のプレイヤー iと j について，wi と wj の数値が入れ替わった場合，
2 人の SS 指数もそのまま入れ替わるという意味での対称性を，拒否権のな
いゲームは持っており，それが中心極限定理等の適用を可能にしているとい
う側面がある．しかし，拒否権付のゲームの場合，たとえば iが拒否権者で
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